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貸 借 対 照 表

（平成１８年３月３１日現在） （単位：千円）
負 債 及 び 資 本 の 部資　 産　 の　 部

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目
8 ,653 ,723
２,９１２,８３１
３,６０８,２３６
５００,０００
４０８,０００
２５０,０００
１４８,６４０
７２３,３４２
３０,１２６
４３,６０９
２８,９３６

13 ,571 ,535
１,７５０,０００
７,６６１,０００
３,８５０,８６８
３０９,６６７

22 ,225 ,258

4 ,053 ,053

2 ,199 ,185
２,１９９,１８５

13 ,238 ,155
８１２,２８４

１０,１８５,５１３
１８５,５１３

１０,０００,０００
２,２４０,３５７

1 ,583 ,820

�　 13,022

21 ,061 ,192

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

資 本 金　

資 本 剰 余 金　 　
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金　
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

株式等評価差額金　　

自 己 株 式　 　

資 本 合 計

18 ,948 ,866
５,４４８,１６３
１,７１１,６０６
６,８２５,４４１
５０,０４８
６,５９６

１,８８５,３４３
１,７３４,４１５
１,０８２,１８９
１７,５７９
１７,２５２
１７１,０９２
�　８６３

24 ,337 ,584
7 ,683 ,502
２,９９４,４３７
１７１,８４５

１,０９８,８２１
２４,８４７
４４１,４３１

２,８３９,８３４
１１２,２８４
21 ,597
１３,９３２
７,６６４

16 ,632 ,485
７,２０４,３５１
５,６２９,７７０
１６０,０００

１,３０４,２５５
３４,９４４

１,６１６,６８５
４４,６６５
７１０,５８６

�　７２,７７２

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
 有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

 無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
諸 利 用 権

 投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
子 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

43 ,286 ,451　負債及び資本合計　43 ,286 ,451　 資 産 合 計　
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　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。

２．子会社に対する短期金銭債権 ２,００２,４６４千円
子会社に対する長期金銭債権 １,３０４,０００千円
子会社に対する短期金銭債務 １,４５０,９３２千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 ２１,９４０,９８４千円

４．貸借対照表に計上した固定資産のほか，生産設備，事務用機器，通信機器等
の一部についてリース契約により使用している。

５．担保に供している資産
有形固定資産 ３,３８９,３４０千円

６．自己株式数 ６８,５５１株　

７．保証債務 ７０４,８２９千円

８．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額
 １,５８３,８２０千円



－ 4－

損　 益　 計　 算　 書

 （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）（単位：千円） 

　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。
２．子会社との取引高 売上高 ２,１５９,０４０千円
 仕入高 ３,６８０,０３７千円
 営業取引以外の取引高 １,１８７,４３４千円
３．１株当たりの当期純利益 １４円８７銭

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

21 ,720 ,606

21 ,382 ,272
２１,７２０,６０６

１８,４８８,７９７
２,８９３,４７４

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営
業
損
益
の
部

経

常

損

益

の

部

338,334営 　業 　利 　益
521,286

231 ,618

３２７,８５３
１１７,２４５
７６,１８７

１６５,４２８
９,７７６
５６,４１３

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
固 定 資 産 賃 貸 料
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息
そ の 他

営
業
外
損
益
の
部

628,002経   常   利 　益
8,562

75 ,455

７,４８８
１,０７４

６５,６８７
９,７６７

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
そ の 他

特 別 損 失
固定資産除却・売却損
投 資 有 価 証 券 売 却 損

特
別
損
益
の
部

561,109税 引 前 当 期 純 利 益
12 ,352法 人 税 ， 住 民 税 及 び 事 業 税

�　 194,742法 人 税 等 調 整 額
　743,500当 期 純 利 益
1 ,593 ,235前 期 繰 越 利 益
96 ,379中 間 配 当 額

2 ,240 ,357当 期 未 処 分 利 益
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償却原価法（定額法）

移動平均法による原価法

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法
　　評価差額：全部資本直入法
　　売却原価：移 動 平 均 法
時価のないもの
　移動平均法による原価法

個別法による原価法
移動平均法による原価法

定額法
定率法
定額法
なお，自社利用のソフトウェアについて
は，社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法
取得価額が１０万円以上２０万円未満の資
産については，事業年度毎に一括して３
年間で均等償却する方法によっている。
均等償却

〈重要な会計方針〉
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）　満期保有目的の債券
（２）　子 会 社 株 式 及 び

関 連 会 社 株 式
（３）　そ の 他 有 価 証 券

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（１）　製品・仕掛品
（２）　商品・原材料・貯蔵品
３．固定資産の減価償却の方法
（１）　有形固定資産

　　建物（建物附属設備を除く）
　　その他

（２）　無形固定資産

（３）　少額減価償却資産

（４）　長期前払費用 
４．引当金の計上の方法
（１）　貸倒引当金　　　　　　　　　　

債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率によ
り，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不
能見込額を計上している。

（２）　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務に基づき計上
している。
過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（３年）による按分額を費用処理している。

（ ）



－ 6－

数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（１５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
用処理することとしている。

（３）　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため，内規に基づく期末要支給額の１００％
を計上している。
なお，役員退職慰労引当金は，商法施行規則第４３条に規定する引当金であり
ます。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
いる。
６．重要なヘッジ会計の方法
（１）　ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については，金利スワップの特例処理の要件を満たしてい
るため，特例処理を採用している。

（２）　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　金利スワップ取引
ヘッジ対象　　固定金利又は変動金利の長期借入金・利付債券等の金利変

動リスク
（３）　ヘッジ方針

金利変動リスクの回避並びに金融収支の安定化のため行っている。
（４）　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため，有効性の判定を省略し
ている。

７．消費税等の処理方法
税抜方式


